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Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
、公
表
議
決
─
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会　
　
計

Ｖ
Ｃ
フ
ァ
ン
ド
の
出
資
持
分
に
関
す
る

金
融
商
品
実
務
指
針
、次
回
公
表
議
決

へ
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会　
　
計

去
る
２
月
19
日
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
第

49
回
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
委
員

会
を
開
催
し
た
。

昨
年
３
月
29
日
に
公
表
さ
れ
た
サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
ユ
ニ
バ
ー
サ

ル
基
準
お
よ
び
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

開
示
テ
ー
マ
別
基
準
の
公
開
草
案

（
以
下
、
あ
わ
せ
て
「
本
公
開
草
案
」

と
い
う
）
に
寄
せ
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト

へ
の
対
応
案
に
つ
い
て
、
審
議
が
行

わ
れ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

公
開
草
案
を
再
度
公
表
す
る
必
要

性
の
有
無
に
関
す
る
検
討

公
益
財
団
法
人
財
務
会
計
基
準
機

構
「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準

の
開
発
に
係
る
適
正
手
続
に
関
す
る

規
則
」
19
条
５
項
で
は
、「
サ
ス
テ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
等
を
公
表
す

る
前
に
、
公
開
草
案
を
再
度
公
表
す

る
必
要
性
が
な
い
か
否
か
を
、
委
員

会
に
お
い
て
検
討
す
る
」
と
定
め
ら

れ
て
い
る
た
め
、
事
務
局
は
本
公
開

草
案
公
表
以
後
に
修
正
し
た
事
項
に

つ
い
て
、
公
開
草
案
を
再
度
公
表
す

る
必
要
の
有
無
を
検
討
す
る
こ
と
と

し
た
。

事
務
局
は
本
公
開
草
案
か
ら
の
変

更
点
に
つ
い
て
、
新
た
な
論
点
と
な

去
る
２
月
17
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
４
１
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

令
和
７
年
度
税
制
改
正
へ
の
対
応 

２
月
４
日
に
国
会
に
提
出
さ
れ
た

「
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
」
に
て
、防
衛
特
別
法
人
税
（
仮

称
）の
創
設
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

防
衛
特
別
法
人
税
は
、
法
人
税
額

か
ら
５
０
０
万
円
を
控
除
し
た
額
を

課
税
標
準
と
す
る
税
率
４
％
の
新
た

な
付
加
税
と
し
て
創
設
さ
れ
る
も
の

で
、
２
０
２
６
年
４
月
１
日
以
後
に

開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
課
さ
れ
る

予
定
。

こ
れ
に
伴
い
、
改
正
税
法
が
２
０

２
５
年
３
月
31
日
ま
で
に
成
立
し
た

場
合
を
想
定
し
、
主
と
し
て
２
０
２
５

年
３
月
31
日
に
決
算
日
を
迎
え
る
企

業
に
お
け
る
防
衛
特
別
法
人
税
の
取

扱
い
に
つ
い
て
、
補
足
文
書
に
お
い
て

情
報
を
提
供
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ

た
。文

案
も
示
さ
れ
、
改
正
税
法
が

２
０
２
５
年
３
月
31
日
ま
で
に
成
立

し
た
場
合
、
同
日
に
決
算
日
を
迎
え

り
得
る
新
し
い
事
実
等
が
識
別
さ
れ

る
可
能
性
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、「
指

標
の
報
告
の
た
め
の
算
定
期
間
」
に

つ
い
て
は
、
２
０
２
４
年
11
月
に
公

開
草
案
を
公
表
し
て
い
る
。
そ
の
他

の
変
更
点
に
つ
い
て
は
本
公
開
草
案

に
寄
せ
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト
を
踏
ま
え

て
修
正
し
た
も
の
で
あ
り
、
今
後
新

た
に
公
開
草
案
を
公
表
し
た
と
し
て

も
新
た
な
論
点
等
が
識
別
さ
れ
る
可

能
性
が
低
い
こ
と
か
ら
、
再
度
公
開

草
案
を
公
表
す
る
必
要
は
な
い
と
の

考
え
を
示
し
た
。

委
員
か
ら
は
賛
意
が
聞
か
れ
た
。

Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
、
公
表
議
決

こ
れ
ま
で
審
議
さ
れ
た
文
案
に
つ

い
て
前
回
ま
で
の
意
見
を
踏
ま
え
た

修
正
案
が
事
務
局
か
ら
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
内
容
に
関
す
る
異
論

は
聞
か
れ
ず
、「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

開
示
基
準
の
適
用
」、「
一
般
開
示
基

準
」、「
気
候
関
連
開
示
基
準
」、
の

３
つ
の
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
つ
い
て
、

全
委
員
の
賛
成
で
議
決
さ
れ
た
。
な

お
、
公
表
時
期
に
つ
い
て
は
３
月
上

旬
頃
を
予
定
し
て
い
る
。

る
企
業
は
、
税
効
果
会
計
の
適
用
に

お
い
て
、
防
衛
特
別
法
人
税
の
影
響

を
反
映
す
る
必
要
が
あ
る
旨
等
が
盛

り
込
ま
れ
た
。

委
員
か
ら
賛
意
が
聞
か
れ
、
補
足

文
書
の
公
表
が
承
認
さ
れ
た
。
近
く

公
表
さ
れ
る
予
定
。

ま
た
、
改
正
税
法
の
成
立
後
、
防

衛
特
別
法
人
税
の
創
設
に
対
応
し
た

企
業
会
計
基
準
等
の
改
正
を
行
う
予

定
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

Ｖ
Ｃ
フ
ァ
ン
ド
の
出
資
持
分

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５
年
２

月
20
日
号
（
№
１
７
３
５
）
情
報

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続

き
、
上
場
企
業
等
が
保
有
す
る
ベ
ン

チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
（
Ｖ
Ｃ
）
フ
ァ

ン
ド
の
出
資
持
分
に
係
る
会
計
上
の

取
扱
い
に
関
す
る
移
管
指
針
公
開
草

案
15
号（
移
管
指
針
９
号
の
改
正
案
）

「
金
融
商
品
会
計
に
関
す
る
実
務
指

針
（
案
）」
の
審
議
が
行
わ
れ
た
。

文
案
の
修
正
案
等
が
示
さ
れ
、
委

員
か
ら
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
。

次
回
親
委
員
会
（
３
月
４
日
開
催

予
定
）
で
公
表
議
決
さ
れ
る
予
定
。

移
管
指
針
の
修
正

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５
年
２

月
20
日
号
（
№
１
７
３
５
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
の
議
論
を
踏
ま

え
、
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
公
表
に
伴

い
改
正
し
た
移
管
指
針
13
号
「
特
別

目
的
会
社
を
活
用
し
た
不
動
産
の
流

動
化
に
係
る
譲
渡
人
の
会
計
処
理
に

関
す
る
実
務
指
針
に
つ
い
て
の
Ｑ
＆

Ａ
」
の
適
用
時
期
の
明
確
化
の
修
正

を
行
う
、
移
管
指
針
「
移
管
指
針
の

適
用
」
の
修
正
に
つ
い
て
審
議
さ
れ

た
。
形
式
的
な
変
更
の
た
め
、
公
開

草
案
の
公
表
が
不
要
な
「
企
業
会
計

基
準
等
の
修
正
」
に
該
当
す
る
。

委
員
か
ら
異
論
は
聞
か
れ
ず
、
公

表
に
つ
い
て
、
了
承
さ
れ
た
。

継
続
企
業
に
関
す
る
会
計
基
準 

第
５
３
１
回
親
委
員
会
（
２
０
２
４

年
９
月
10
日
号
（
№
１
７
２
０
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
お
い
て

新
規
テ
ー
マ
と
さ
れ
た
継
続
企
業
に

関
す
る
会
計
基
準
の
開
発
に
つ
い

て
、
基
準
開
発
の
進
め
方
に
つ
い
て

審
議
が
行
わ
れ
た
。

ま
た
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会
の

参
考
人
か
ら
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

関
連
す
る
Ｉ
Ｓ
Ａ
570「
継
続
企
業
」

の
改
訂
内
容
の
説
明
が
さ
れ
た
。

継
続
企
業
に
関
す
る
会
計
基
準
の

開
発
は
移
管
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
一
環

で
進
め
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を

踏
ま
え
る
と
、
監
査
・
保
証
実
務
委
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会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

上
場
企
業
に
対
す
る
規
制
等
③
―
１

～
東
証
規
則（
適
時
開
示
⑴
）～

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

今
回
か
ら
東
証
規
則
に
よ
る
適
時

開
示
制
度
を
取
り
上
げ
る
。

東
証
は
、
投
資
者
へ
の
適
時
、
適
切

な
会
社
情
報
の
開
示
が
健
全
な
金
融

商
品
市
場
の
根
幹
を
な
す
も
の
で
あ
る

と
い
う
基
本
認
識
の
も
と
、
上
場
規
程

の
な
か
に
会
社
情
報
の
適
時
開
示
に
関

す
る
規
定
を
設
け
、
上
場
会
社
に
対
し

て
、
重
要
な
会
社
情
報
を
適
時
、
適

切
に
開
示
す
る
こ
と
（
適
時
開
示
）
を

義
務
づ
け
て
い
る
。

適
時
開
示
は
、
有
価
証
券
報
告
書

等
の
法
定
開
示
に
比
べ
、
投
資
判
断
に

影
響
す
る
重
要
な
会
社
情
報
を
、
幅

広
く
、
か
つ
、
タ
イ
ム
リ
ー
に
投
資
者

に
伝
え
る
も
の
と
し
て
、
多
く
の
投
資

者
が
注
目
し
て
お
り
、
上
場
有
価
証

券
の
価
格
形
成
に
重
要
な
役
割
を
果
た

し
て
い
る
。

今
回
は
、
東
証
規
則
に
よ
る
適
時

開
示
制
度
の
う
ち
、
開
示
内
容
に
つ
い

て
説
明
す
る
（
次
回
に
続
く
）。

①　
概　
要

適
時
開
示
が
求
め
ら
れ
る
会
社
情

報
は
、
有
価
証
券
の
投
資
判
断
に
重
要

な
影
響
を
与
え
る
上
場
会
社
の
業
務
、

運
営
ま
た
は
業
績
等
に
関
す
る
情
報
で

あ
り
、
具
体
的
に
は
次
の
種
類
に
区
分

さ
れ
る
。

【
上
場
会
社
の
情
報
】

決
定
事
実
、
発
生
事
実
、
決
算

情
報
、
業
績
予
想
や
配
当
予
想

の
修
正
等
、
そ
の
他
の
情
報

【
子
会
社
等
の
情
報
】

決
定
事
実
、
発
生
事
実
、
業
績

予
想
の
修
正
等

②　
決
定
事
実

決
定
事
実
と
し
て
は
、
増
資
、
減

資
、
自
己
株
式
の
取
得
、
配
当
、
合

併
、公
開
買
付
け
、子
会
社
等
の
異
動
、

代
表
取
締
役
の
異
動
、
公
認
会
計
士

等
の
異
動
、
継
続
企
業
の
前
提
に
関
す

る
事
項
の
注
記
等
が
あ
る
。

近
年
、
決
定
事
実
で
あ
る
「
有
価

証
券
報
告
書
・
半
期
報
告
書
の
提
出

期
限
延
長
に
関
す
る
承
認
申
請
書
の

提
出
」
が
目
立
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
が
、
こ
れ
は
、
コ
ロ
ナ
禍
明
け
で

リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
か
ら
通
常
出
社
に
移

行
す
る
な
か
で
会
計
不
正
が
発
覚
す
る

ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
る
こ
と
も
一
因
と

い
え
る
で
あ
ろ
う
。

③　
発
生
事
実

発
生
事
実
と
し
て
は
、
災
害
の
発

生
、
主
要
株
主
の
異
動
、
訴
訟
の
提

起
・
判
決
、
親
会
社
の
異
動
、
そ
の
他

の
関
係
会
社
の
異
動
、
株
主
総
会
の

招
集
請
求
、
公
認
会
計
士
等
の
異
動
、

有
価
証
券
報
告
書
・
半
期
報
告
書
の
提

出
遅
延
、
不
適
正
意
見・意
見
不
表
明・

継
続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
事
項
を

除
外
事
項
と
し
た
限
定
付
適
正
意
見
、

内
部
統
制
監
査
報
告
書
に
お
け
る
不

適
正
意
見
・
意
見
不
表
明
等
が
あ
る
。

⒜　
株
主
総
会
の
招
集
請
求

わ
が
国
に
２
０
１
５
年
に
導
入
さ
れ

た
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー

ド
は
、
今
年
10
年
目
を
迎
え
、
東
証

に
よ
る
市
場
改
革
も
そ
の
成
果
が
徐
々

に
み
え
て
き
つ
つ
あ
る
な
か
で
、
日
本

の
資
本
市
場
も
よ
う
や
く
海
外
の
投
資

家
か
ら
注
目
さ
れ
る
存
在
に
な
っ
て
き

た
と
い
え
る
。
そ
の
影
響
は
、
株
価
の

み
な
ら
ず
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
の
健
全

な
活
動
が
緊
張
感
の
あ
る
企
業
経
営
に

も
つ
な
が
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
、
臨

時
株
主
総
会
の
招
集
を
請
求
す
る
ケ
ー

ス
も
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。

⒝　

公
認
会
計
士
等
の
異
動
、不
適

正
意
見・
意
見
不
表
明・
継
続
企
業

の
前
提
に
関
す
る
事
項
を
除
外
事

項
と
し
た
限
定
付
適
正
意
見

２
０
２
３
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ

た
改
正
公
認
会
計
士
法
に
よ
り
、
上

場
会
社
を
担
当
す
る
監
査
人
は
、
公

認
会
計
士
等
の
う
ち
上
場
会
社
等
監

査
人
登
録
制
度
の
審
査
を
受
け
名
簿

に
登
録
さ
れ
た
者
で
な
け
れ
ば
監
査
で

き
な
く
な
っ
た
（
一
定
の
経
過
措
置
あ

り
）。
こ
う
し
た
厳
し
い
環
境
の
な
か
、

場
合
に
よ
っ
て
は
意
見
不
表
明
や
不
適

正
意
見
を
表
明
し
た
り
、
期
中
に
辞

任
を
申
し
出
る
よ
う
な
こ
と
も
増
え
て

き
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

員
会
報
告
74
号
「
継
続
企
業
の
前
提

に
関
す
る
開
示
に
つ
い
て
」（
以
下
、

「
報
告
74
号
」
と
い
う
）
を
会
計
基

準
に
移
管
す
る
こ
と
を
優
先
的
な
課

題
と
し
、
次
の
よ
う
に
フ
ェ
ー
ズ
分

け
し
な
が
ら
対
応
を
行
う
方
向
性
が

示
さ
れ
た
。

⑴　
フ
ェ
ー
ズ
１（
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
範
囲
）

報
告
74
号
を
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
の
会
計
基

準
に
移
管
す
る
こ
と
が
優
先
的
な
課

題
で
あ
る
た
め
、
報
告
74
号
で
定
め

て
い
る
内
容
の
う
ち
会
計
に
関
す
る

定
め
の
内
容
を
基
本
的
に
は
そ
の
ま

ま
移
管
す
る
。

ま
た
、
継
続
企
業
の
前
提
の
評
価

期
間
の
起
点
の
検
討
課
題
に
つ
い
て

は
、
国
際
監
査
基
準
と
整
合
性
を
図

る
べ
き
か
ど
う
か
に
つ
い
て
検
討
を

行
う
。

⑵　
フ
ェ
ー
ズ
２

継
続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
判
断

基
準
の
検
討
課
題
に
つ
い
て
、
こ
の

フ
ェ
ー
ズ
で
検
討
を
実
施
す
る
。
ま

た
、
他
に
継
続
企
業
に
関
す
る
実
務

を
変
更
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
論

点
が
あ
れ
ば
、
こ
の
フ
ェ
ー
ズ
に
お

い
て
検
討
を
実
施
す
る
。

⑶　
具
体
的
な
検
討
の
方
向
性

ま
た
、
具
体
的
に
フ
ェ
ー
ズ
１
と

し
て
次
の
順
で
検
討
を
進
め
る
方
向

性
が
示
さ
れ
た
。

①　
報
告
74
号
の
定
め
の
内
容
に
つ

い
て
移
管
す
る
対
象
（
会
計
に
関

す
る
定
め
）
の
特
定

②　
継
続
企
業
の
前
提
の
評
価
期
間

の
起
点
の
検
討

③　
会
計
基
準
等
の
文
案
の
検
討

＊

委
員
か
ら
は
、賛
意
が
聞
か
れ
た
。

年
次
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５
年
２

月
20
日
号
（
№
１
７
３
５
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、

２
０
２
４
年
年
次
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
よ
る
次
の
改
正
に
つ
い
て
文
案

等
が
示
さ
れ
、
審
議
が
行
わ
れ
た
。

・
包
括
利
益
の
表
示
に
関
す
る
改
正

・
特
別
法
人
事
業
税
の
取
扱
い
に
関

す
る
改
正

・
改
正
実
務
対
応
報
告
10
号
「
種
類

株
式
の
貸
借
対
照
表
価
額
に
関
す

る
実
務
上
の
取
扱
い
」

委
員
か
ら
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ

た
。次

回
親
委
員
会
（
３
月
４
日
開
催

予
定
）
で
公
表
議
決
さ
れ
る
予
定
。
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金
融
資
産
の
減
損
に
関
す
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

９
号
の
設
例
の
取
り
入
れ
、検
討

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、金
融
商
品
専
門
委

会　
　
計

バ
ー
チ
ャ
ル
Ｐ
Ｐ
Ａ
の
実
務
対
応
報
告

案
、公
表
議
決
へ
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、実
務
対
応
専
門
委

会　
　
計

去
る
２
月
13
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
１
６
７
回
実
務
対
応

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

前
回
専
門
委
員
会
（
２
０
２
５
年

２
月
20
日
号
（
№
１
７
３
５
）
情
報

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）に
引
き
続
き
、

バ
ー
チ
ャ
ル
Ｐ
Ｐ
Ａ
の
会
計
上
の
取

扱
い
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

２
月
17
日
開
催
の
第
５
４
１
回
親

委
員
会
で
も
同
テ
ー
マ
に
つ
い
て
審

議
が
行
わ
れ
た
。

現
在
検
討
さ
れ
て
い
る
制
度
変
更

の
可
能
性
へ
の
対
応
の
検
討

事
務
局
提
案
で
は
、
需
要
家
が
自

己
使
用
目
的
で
非
化
石
価
値
を
購
入

す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
。
こ

の
自
己
使
用
目
的
に
関
し
て
、
制
度

の
変
更
に
よ
り
持
株
会
社
等
が
グ

ル
ー
プ
会
社
の
需
要
状
況
に
応
じ
て

契
約
を
締
結
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

場
合
も
「
自
己
使
用
目
的
」
に
該
当

し
得
る
の
か
、
ま
た
そ
の
よ
う
な
制

度
の
変
更
と
考
え
方
に
つ
い
て
経
緯

等
の
記
載
に
反
映
さ
れ
る
の
か
確
認

し
た
い
、
と
の
意
見
が
聞
か
れ
た
。

自
己
使
用
目
的
に
つ
い
て
は
、
制

度
上
、
実
質
的
に
需
要
家
自
ら
の
非

化
石
価
値
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
調
達
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
、
親
会

社
の
口
座
で
管
理
さ
れ
た
証
書
を
子

会
社
も
利
用
可
能
と
す
る
か
ど
う
か

の
検
討
が
現
在
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

で
行
わ
れ
て
い
る
。

事
務
局
は
検
討
の
結
果
、
需
要
家

の
口
座
で
管
理
さ
れ
た
非
化
石
価
値

を
そ
の
子
会
社
も
利
用
可
能
と
な
っ

た
場
合
、
本
実
務
対
応
報
告
に
お
け

る
需
要
家
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
と
し
た
。

事
務
局
と
し
て
は
、
本
実
務
対
応

報
告
の
開
発
に
あ
た
っ
て
は
、
開
発

時
点
の
わ
が
国
に
お
け
る
バ
ー
チ
ャ

ル
Ｐ
Ｐ
Ａ
に
関
す
る
実
務
を
考
慮
し

て
ニ
ー
ズ
の
高
い
領
域
に
つ
い
て
当

面
の
取
扱
い
を
定
め
る
こ
と
と
し
、

実
務
の
進
展
や
国
際
的
な
会
計
基
準

の
審
議
の
動
向
を
注
視
し
、
国
際
的

な
会
計
基
準
に
お
け
る
取
扱
い
が
よ

り
明
確
に
な
っ
た
こ
と
等
を
契
機
と

し
て
必
要
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
う

こ
と
と
し
て
い
る
。
現
時
点
で
は
制

度
の
変
更
は
確
定
し
て
い
な
い
が
、

本
件
確
定
時
ま
で
に
は
確
定
し
て
い

る
可
能
性
が
あ
る
。

そ
こ
で
事
務
局
は
、
結
論
の
背
景

に
お
い
て
そ
の
旨
と
制
度
の
変
更
が

確
定
し
た
場
合
の
会
計
処
理
の
基
本

的
な
考
え
方
を
追
加
し
、
関
係
者
か

ら
コ
メ
ン
ト
を
求
め
る
こ
と
を
提
案

し
た
。

専
門
委
員
か
ら
は
、
お
お
む
ね
賛

意
が
聞
か
れ
た
。

第
５
４
１
回
親
委
員
会
で
も
、
賛

成
意
見
が
聞
か
れ
た
。

文
案
等
の
検
討

「
実
務
対
応
報
告
公
開
草
案
」と「
コ

メ
ン
ト
の
募
集
及
び
公
開
草
案
の
概

要
」
の
文
案
の
審
議
が
行
わ
れ
た
。

専
門
委
員
か
ら
特
段
の
異
論
は
聞

か
れ
ず
、
第
５
４
１
回
親
委
員
会
で

も
、
お
お
む
ね
賛
同
の
意
見
が
聞
か

れ
た
。

次
回
親
委
員
会
（
３
月
４
日
開
催

予
定
）
で
公
開
草
案
の
公
表
議
決
が

さ
れ
る
予
定
。

去
る
２
月
13
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
２
３
３
回
金
融
商
品

専
門
委
員
会
を
開
催
し
、
金
融
資
産

の
減
損
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ

た
。主

な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

２
月
17
日
開
催
の
第
５
４
１
回
親

委
員
会
で
も
同
テ
ー
マ
に
つ
い
て
審

議
が
行
わ
れ
た
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
定
め
の
取
り
入
れ

こ
れ
ま
で
取
り
入
れ
の
イ
メ
ー
ジ

が
示
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

９
号
「
金
融
商
品
」
Ｂ
５
・
５
・
12

項
か
ら
Ｂ
５
・
５
・
15
項
に
つ
い
て
、

次
の
取
り
入
れ
方
が
提
案
さ
れ
た

（
以
下
、
Ｂ
５
・
５
・
○
項
を
「
○
項
」

と
表
記
す
る
）。

⑴　
12
項

12
項
は
、
Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｒ
（
信
用
リ
ス

ク
の
著
し
い
増
大
）
の
評
価
お
よ
び

予
想
信
用
損
失
の
測
定
の
際
に
用
い

ら
れ
る
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
信
用

損
失
率
ア
プ
ロ
ー
チ
な
ど
を
使
用
す

る
際
の
考
慮
す
べ
き
事
項
を
定
め
て

い
る
。

Ｐ
Ｄ
（
債
務
不
履
行
の
明
示
的
な

確
率
）
を
考
慮
す
る
こ
と
が
原
則
で

あ
る
こ
と
が
強
調
さ
れ
な
い
記
載
と

な
る
よ
う
に
、
ア
プ
ロ
ー
チ
に
は
さ

ま
ざ
ま
な
も
の
が
あ
る
と
し
た
う
え

で
、
デ
フ
ォ
ル
ト
の
発
生
確
率
自
体

を
イ
ン
プ
ッ
ト
と
し
て
含
ん
で
い
な

い
ア
プ
ロ
ー
チ
の
考
慮
事
項
を
定

め
、
新
適
用
指
針
に
取
り
入
れ
る
。

⑵　
13
項
お
よ
び
14
項

13
項
は
、
Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｒ
の
判
定
に
際

し
て
金
融
商
品
の
特
性
お
よ
び
同
様

の
金
融
商
品
に
つ
い
て
の
過
去
の
デ

フ
ォ
ル
ト
の
パ
タ
ー
ン
を
考
慮
す
る

と
と
も
に
、
一
定
の
場
合
に
は
Ｓ
Ｉ

Ｃ
Ｒ
を
判
定
す
る
た
め
に
今
後
12
カ

月
に
わ
た
る
デ
フ
ォ
ル
ト
発
生
リ
ス

ク
の
変
動
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
旨
、
14
項
は
、
13
項
の
今
後
12
カ

月
に
わ
た
る
デ
フ
ォ
ル
ト
発
生
リ
ス

ク
の
変
動
を
使
用
す
る
こ
と
が
適
切

で
な
い
場
合
を
定
め
て
い
る
。

「
金
融
商
品
」
を
「
債
権
等
」
に

置
き
換
え
た
う
え
で
、
新
適
用
指
針

に
取
り
入
れ
る
。

⑶　
15
項

15
項
は
、
Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｒ
が
生
じ
て
い

る
か
を
判
定
す
る
際
に
、
過
大
な
コ

ス
ト
や
労
力
を
掛
け
ず
に
利
用
可
能

で
、
金
融
商
品
に
係
る
信
用
リ
ス
ク

に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
の
あ
る
合

理
的
で
裏
づ
け
可
能
な
情
報
を
考
慮

す
る
こ
と
を
定
め
る
と
と
も
に
、
そ

の
際
に
情
報
の
網
羅
的
な
探
索
を
行

う
必
要
は
な
い
旨
を
定
め
て
い
る
。

新
適
用
指
針
に
取
り
入
れ
る
。

＊

専
門
委
員
お
よ
び
第
５
４
１
回
親

委
員
会
で
は
、
方
向
性
に
異
論
は
聞

か
れ
な
か
っ
た
。
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ス
テ
ッ
プ
４
の
オ
プ
シ
ョ
ン

第
５
３
９
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５

年
２
月
10
日
号
（
№
１
７
３
４
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）で
、ス
テ
ッ

プ
４
の
オ
プ
シ
ョ
ン
Ｂ
―
１
「
わ
が

国
の
こ
れ
ま
で
の
信
用
リ
ス
ク
管
理

実
務
と
親
和
的
な
債
務
者
区
分
を
活

用
し
た
方
法
」
に
お
い
て
、
債
務
者

区
分
に
つ
い
て
区
分
１
～
５
の
名
称

を
用
い
る
事
務
局
案
が
示
さ
れ
て
お

り
、「
旧
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
の

名
称
の
ほ
う
が
わ
か
り
や
す
い
」
等

の
意
見
が
聞
か
れ
て
い
た
。

今
回
、
事
務
局
よ
り
、「
正
常
先
」、

「
要
注
意
先
」、「
破
綻
懸
念
先
」、「
実

質
破
綻
先
」、「
破
綻
先
」
の
旧
金
融

検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
で
使
用
さ
れ
て
い

る
名
称
を
使
用
す
る
再
提
案
が
さ
れ

た
。ま

た
、
正
常
先
に
お
け
る
内
部
信

用
格
付
の
３
つ
の
小
区
分
に
つ
い

て
、
前
回
提
案
の
区
分
１
―
１
～
１

―
３
の
名
称
で
は
な
く
「
優
良
格

付
」、「
中
間
格
付
」、「
要
判
定
格
付
」

と
の
名
称
と
す
る
案
が
示
さ
れ
た
。

専
門
委
員
か
ら
、
区
分
名
称
に
賛

成
す
る
意
見
が
聞
か
れ
た
が
、「
区

分
１
、２
、３
の
名
称
が
シ
ン
プ
ル
で

い
い
の
で
は
」、「
債
務
者
区
分
に『
格

付
』
と
い
う
単
語
は
含
ま
れ
て
い
な

い
た
め
、
整
合
性
の
観
点
か
ら
、
小

区
分
に
つ
い
て
、『
格
付
』
は
不
要

で
は
な
い
か
」
と
の
意
見
も
聞
か
れ

た
。ま

た
、
第
５
４
１
回
親
委
員
会
で

は
、
賛
成
意
見
が
聞
か
れ
た
が
、「
名

前
を
付
け
る
必
要
が
あ
る
か
疑
問
」

と
の
意
見
も
聞
か
れ
た
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
設
例
の
取
り
入
れ

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
設
例
１
か
ら
設

例
12
を
新
適
用
指
針
に
取
り
入
れ
る

か
否
か
に
つ
い
て
、
事
務
局
か
ら
、

設
例
11
「
契
約
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
の
条
件
変
更
」
以
外
を
取
り

入
れ
る
案
が
示
さ
れ
た
。

設
例
11
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

お
い
て
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
条
件
変
更

に
関
す
る
定
め
は
取
り
入
れ
な
い
と

し
た
こ
と
か
ら
、除
外
さ
れ
て
い
る
。

専
門
委
員
か
ら
「
設
例
の
内
容
が

最
低
限
要
求
さ
れ
る
こ
と
で
は
な
い

こ
と
を
明
確
に
し
て
ほ
し
い
」
と
の

意
見
が
聞
か
れ
た
。

第
５
４
１
回
親
委
員
会
で
は
、
特

段
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
。

顧
客
信
頼
を
根
底
か
ら
揺
る
が
す
銀
行

貸
金
庫
の
不
正

金　
　
融

み
ず
ほ
銀
行
の
行
員
が
２
０
１
９

年
、
顧
客
２
人
の
貸
金
庫
か
ら
数

千
万
円
を
盗
ん
で
い
た
こ
と
が
明
ら

か
に
な
っ
た
。
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
で

も
、
２
０
２
０
年
４
月
か
ら
東
京
都

内
の
店
舗
で
、
元
行
員
に
よ
る
大
規

模
な
貸
金
庫
窃
盗
が
行
わ
れ
、
被
害

総
額
は
14
億
円
に
及
ん
で
い
る
。

金
融
庁
は
貸
金
庫
の
管
理
体
制
の

点
検
を
金
融
機
関
に
求
め
て
お
り
、

今
後
の
貸
金
庫
サ
ー
ビ
ス
の
存
続
自

体
が
問
わ
れ
て
い
る
。
銀
行
の
貸
金

庫
は
、
顧
客
の
貴
重
品
等
を
安
全
に

保
管
す
る
目
的
で
提
供
さ
れ
て
い
る

が
、
そ
の
信
頼
性
は
「
行
員
に
よ
る

不
正
行
為
は
な
い
」
と
い
う
前
提
に

依
存
し
て
い
た
。
一
連
の
事
件
は
、

内
部
犯
行
に
対
す
る
管
理
体
制
の
脆

弱
性
を
浮
き
彫
り
に
し
た
と
い
え

る
。従

来
、
貸
金
庫
の
管
理
は
支
店
レ

ベ
ル
で
完
結
す
る
し
く
み
と
な
っ
て

お
り
、
本
部
が
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
監

視
す
る
し
く
み
に
は
な
っ
て
い
な

か
っ
た
。
物
理
的
な
鍵
と
監
視
カ
メ

ラ
、
そ
し
て
銀
行
員
の
倫
理
観
に
依

存
す
る
形
で
運
用
さ
れ
て
い
た
が
、

そ
の
限
界
が
露
呈
し
た
。
特
に
、
三

菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
の
事
件
で
は
、
元
行

員
が
約
70
人
の
顧
客
の
貸
金
庫
か
ら

金
品
を
盗
み
続
け
て
い
た
点
が
問
題

視
さ
れ
る
。
監
視
体
制
が
機
能
し
て

リースに関する会計

リースに関する会計基準は、リースを「原資産を使用する
権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する契約また
は契約の一部をいう」と定義し、借手のリースと貸手のリー
スの会計処理について定めている。
借手は、リース開始日にリース負債を計上し、当該リース

負債にリース開始日までに支払った借手のリース料、付随
費用および資産除去債務に対応する除去費用を加算し、受
け取ったリース・インセンティブを控除した額により使用権
資産を計上する。リース負債の計上額を算定するにあたっ
て、原則としてリース開始日において未払であるリース料か
らこれに含まれている利息相当額の合理的な見積額を控
除し、現在価値により算定する方法による。
貸手は、ファイナンス・リース（所有権移転と所有権移転
外）とオペレーティング・リースとに分類し、ファイナンス・
リースは通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理で、
オペレーティング・リースは通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を行う。

リスク対応手続

監査リスクを許容可能な低い水準に抑えるために、識別
し評価したアサーション・レベルの重要な虚偽表示リスク
に対応して立案し実施する監査手続をいう。リスク対応手
続は運用評価手続と実証手続で構成される。
運用評価手続は、アサーション・レベルの重要な虚偽表

示を防止または発見・是正するため内部統制について、そ
の運用状況の有効性を評価するために立案し実施する監
査手続をいう。実証手続は、アサーション・レベルの重要な
虚偽表示を看過しないよう立案し実施する監査手続をい
い、①詳細テスト（取引種類、勘定残高および注記事項に関
して実施する）、②分析的実証手続、で構成される。
特別な検討を必要とするリスクに対しては、内部統制に

依拠しようとする場合には、当年度の監査においてこれに
関連する内部統制の運用評価手続を実施する。実証手続
ではそのリスクに個別に対応する手続を実施し、実証手続
のみを実施する場合は詳細テストを含めることになる。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2025年
2月13日

企業内容等の開示に関する内閣府
令及び有価証券の取引等の規制に
関する内閣府令の改正に伴う上場
制度の見直しに係る有価証券上場
規程等の一部改正

東証

改正開示府令において、財務上の特約が付された金銭消費貸借契約または社債に
関して臨時報告書の提出が求められること、また「有価証券の取引等の規制に関す
る内閣府令」の改正におけるインサイダー取引規制上の「重要事実」からの除外基
準の改正に伴い、適時開示事由の追加を行うなどの所要の上場制度の整備を行う
もの。2025年4月1日から施行。
https://www.jpx.co.jp/rules-participants/rules/revise/um3qrc000000om4j-att/
gaiyo.pdf

2025年
2月14日

期中レビュー基準報告書１号「独
立監査人が実施する中間財務諸表
に対するレビュー」、期中レビュー
基準報告書２号「独立監査人が実
施する期中財務諸表に対するレ
ビュー」、期中レビュー基準報告書
２号実務ガイダンス１号「東京証
券取引所の有価証券上場規程に定
める四半期財務諸表等に対する期
中レビューに関するＱ＆Ａ（実務
ガイダンス）」の改正（公開草案）

JICPA

期中レビューに関する報告書等について、特定の事業体（PIE）等の財務諸表監査に
特有の独立性に関する規定が期中レビューにも適用される点の明確化や、期中レ
ビュー報告書の欄外記載に関するQ&Aの追加、文例について実務を踏まえた見直
し等を行う。コメント期限は2月28日。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20250214gaz.html

2025年
2月14日

財務報告内部統制監査基準報告書
１号「財務報告に係る内部統制の
監査」の改正

JICPA

改正監査基準報告書600「グループ監査における特別な考慮事項」の一部の要求事
項を、一体監査の観点から内部統制監査に取り入れる等、所要の改正を行うもの。
原則として2025年４月１日以後開始する連結会計年度および事業年度に係る内
部統制監査から適用する。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20250214ige.html

特集

2025年12月期・2026年3月期

IFRS会計基準の
第1四半期決算対策

第１章

第２章

IFRS会計基準適用会社の2025年12月期における第１四半期決算がまもなく到来す
る。今期は、交換可能性の欠如に関するIAS21号「外国為替レート変動の影響」の修正
が強制適用となる。また、早期適用可能の基準として、自然依存電力を参照する契約に
関するIFRS9号「金融商品」およびIFRS７号「金融商品：開示」の修正や、IFRS18号「財務
諸表における表示及び開示」などがある。
そこで、これらの強制適用・早期適用可能な基準のほか、アジェンダ決定の内容も含
め、今第１四半期決算の留意点を解説していただいた。
３月決算企業にとっては、2025年６月第1四半期に対応するものであり、３カ月後の
実務の参考にしていただきたい。

交換可能性の欠如、PPAなど

今第1四半期から強制適用・
早期適用可能な基準等の概要

PL・CF・BSの表示、MPMなど

IFRS18号を今四半期適用する
場合の留意事項

い
れ
ば
、
こ
れ
ほ
ど
の
長
期
間
に
わ

た
り
不
正
を
防
げ
な
か
っ
た
は
ず
が

な
い
。

今
回
の
事
態
を
受
け
て
、
金
融
庁

は
貸
金
庫
サ
ー
ビ
ス
自
体
の
あ
り
方

に
つ
い
て
議
論
を
進
め
る
と
し
て
い

る
。
み
ず
ほ
銀
行
は
す
で
に
新
規
の

貸
金
庫
契
約
を
停
止
し
て
お
り
、
三

菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
も
３
月
ま
で
に
事
業

継
続
の
可
否
を
決
定
す
る
と
し
て
い

る
。
貸
金
庫
は
銀
行
の
伝
統
的
な

サ
ー
ビ
ス
の
１
つ
で
あ
る
が
、
収
益

性
は
低
く
管
理
コ
ス
ト
が
高
い
。
今

後
、
銀
行
が
貸
金
庫
サ
ー
ビ
ス
か
ら

撤
退
し
、
顧
客
が
他
の
保
管
手
段
を

模
索
す
る
動
き
が
加
速
す
る
可
能
性

が
あ
る
。

今
回
の
事
件
が
金
融
業
界
全
体
に

も
た
ら
す
影
響
は
大
き
い
。
貸
金
庫

に
限
ら
ず
、
金
融
機
関
の
サ
ー
ビ
ス

は
「
信
用
」
に
よ
っ
て
成
り
立
っ
て

い
る
。
今
回
の
事
件
は
、
そ
の
信
用

を
根
底
か
ら
揺
る
が
し
、
銀
行
に
対

す
る
顧
客
の
信
頼
を
大
き
く
毀
損
し

た
。
こ
の
際
、
銀
行
業
界
は
危
機
意

識
を
持
っ
て
徹
底
し
た
信
頼
回
復
策

に
努
め
る
べ
き
だ
ろ
う
。

株
価
の
一
進
一
退
は
い
つ
ま
で
続
く
？

証　
　
券

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
関
税
攻
勢
が

止
ま
な
い
。
製
品
別
で
は
、自
動
車
、

半
導
体
、
医
薬
品
に
も
関
税
を
課
す

こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。こ
の
ほ
か
、

米
国
製
品
に
高
率
の
関
税
を
課
し
て

い
る
貿
易
相
手
国
に
対
し
て
は
、
同

水
準
の
税
率
で
関
税
を
掛
け
る
と
い

う
「
相
互
関
税
」
の
構
想
を
打
ち
出

し
た
。
こ
れ
か
ら
世
界
貿
易
へ
の
ダ

メ
ー
ジ
が
表
面
化
し
て
く
る
こ
と
が

懸
念
さ
れ
、
世
界
の
株
価
が
下
落
し

て
も
お
か
し
く
な
い
状
況
と
い
え
よ

う
。と

こ
ろ
が
、
世
界
の
主
要
国
の
株

価
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
始
動
後
、
大

勢
と
し
て
一
進
一
退
、
横
ば
い
で
推

移
し
て
お
り
、
意
外
に
元
気
と
い
え

る
。
特
に
欧
州
主
要
国
の
株
価
は
緩

や
か
な
上
げ
基
調
に
あ
る
と
こ
ろ
が

多
い
。

こ
の
理
由
と
し
て
、
ト
ラ
ン
プ
大

統
領
の
関
税
に
関
す
る
発
言
は
、
朝

令
暮
改
の
よ
う
に
変
わ
る
た
め
に
判

断
が
難
し
く
、
様
子
見
と
な
り
、
方

向
感
が
失
わ
れ
て
し
ま
う
こ
と
が
指

摘
さ
れ
る
。
ま
た
、
欧
州
の
順
調
な

株
価
推
移
は
、
北
米
勢
、
ア
ジ
ア
勢

に
比
べ
る
と
関
税
引
上
げ
圧
力
が
少

し
弱
そ
う
な
こ
と
、
そ
し
て
物
価
安

定
を
背
景
に
欧
州
中
央
銀
行
（
Ｅ
Ｃ

Ｂ
）
が
政
策
金
利
の
引
下
げ
を
実
施

し
た
こ
と
に
も
助
け
ら
れ
た
よ
う
で

あ
る
。

日
本
株
価
は
、
ト
ラ
ン
プ
再
選

以
降
、
一
進
一
退
で
推
移
し
て
い

る
代
表
と
い
え
よ
う
。
日
経
平
均

で
み
る
と
、
大
体
３
８
、５
０
０
～

３
９
、５
０
０
円
の
枠
内
に
あ
る
。

こ
れ
ま
で
日
本
が
米
国
の
関
税
攻
撃

の
矢
面
に
立
つ
こ
と
は
比
較
的
少
な

か
っ
た
が
、
製
品
別
の
関
税
で
自
動

車
が
浮
上
し
て
き
た
こ
と
は
油
断
で

き
な
い
。
自
動
車
は
対
米
輸
出
金
額

の
30
％
弱
を
占
め
る
最
大
の
輸
出
品

で
あ
る
。
ま
た
、
日
本
の
自
動
車
会

社
は
メ
キ
シ
コ
で
多
く
の
自
動
車
を

生
産
し
、
米
国
へ
輸
出
し
て
い
る
。

加
え
て
、
日
本
は
金
融
政
策
で
主

要
国
中
、
異
例
の
政
策
ス
タ
ン
ス
を

採
ら
ざ
る
を
得
な
い
位
置
に
置
か
れ

て
い
る
。
物
価
上
昇
の
激
し
い
時
期

に
利
上
げ
を
見
送
っ
て
き
た
た
め
、

各
国
が
利
下
げ
を
模
索
す
る
今
、
日

本
だ
け
利
上
げ
を
追
求
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

関
税
問
題
と
利
上
げ
問
題
を
複
眼

で
監
視
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
い

え
よ
う
。


